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再発防止研修「専門研修」処分執行停止申立にあたっての声明

本日、都立学校１１名、区市立小中学校３名、計１４名の教職員が、東京地方裁判所に「専門研修処分」の執行停止申立てを行いました（同取り消し請求訴訟も提訴）。

「専門研修」は、東京都教育委員会（都教委）が、７月２１日に５１名の教職員に対して強行した「服務事故再発防止研修（基本研修）」に加えて、減給・停職処分者１５名に限定して実施が命じられているもので、昨年の事例からすると、密室において１名の被処分者を５名の都教委職員および校長が監視、指導する、不当かつ違法な内容が予想されます。

こうした「再発防止研修」命令に対し、５月２３日には弁護団が都教委に対して研修中止を申し入れ、７月７日および８日には、研修への参加命令を受けた者のうち３０名が、同研修処分の執行停止を求める申立を東京地裁に行いました。しかし都教委は、７月１５日に執行停止の地裁決定が下されなかったことを背景に、７月２１日に「基本研修」の実施を強行するとともに、それに先立つ７月１４日には、「専門研修」への参加および不当な研修課題の事前提出を命じてきました。

ところが、７月１５日の東京地裁１１部、１９部、３６部の決定は、いずれも申立を却下したものの、「緊急の必要があると認めることはできない」としたのであって、同研修の適法性を認めたものではなく、受講者に損害や何らかの不利益処分が発生した場合には、金銭賠償や当該処分の無効を争うことによって回復をはかることができるという、留保がつけられたものでした。

また、今後実施が予定されている、減給および停職処分にあった者を対象とする「専門研修」に関しては、未だ具体的な発令が出されておらず、現時点での執行停止についての判断はできないと、判断を回避しています。

よって、「専門研修」の「具体的発令」が出されている現時点で、この「研修」に名を借りた実質的な二重処分の強行を阻止するため、私たちは、改めて同研修処分の執行停止を求める申立を行いました。

昨年７月２３日、東京地裁はその決定において「繰り返し同一内容の研修を受けさせ、自己の非を認めさせようとするなど、公務員個人の内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであれば、そのような研修や研修命令は合理的に許容される範囲を超えるものとして違憲違法の問題を生じる可能性があるといわなければならない」という鋭い警告を発しましたが、今年７月１５日の東京地裁決定も「自己の思想・信条に反することはできないと表明する者に対して、なおも職務命令や研修自体について、その見解を表明させ、自己の非を認めさせようとするなど、その内心に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであるならば、これは、教職員の水準の維持向上のために実施される研修の本質を逸脱するものとして、教職員の権利を不当に侵害するものと判断される余地はある」（１９部決定）と、同研修に対する警告を発しています。

私たちは、あきらかに「教職員の権利を不当に侵害する」この「専門研修」が、裁判所の判断により停止されることを確信しています。

また、「思想・信条の自由」および「教育の自由」を、不当な干渉から守るための行動が、不当に処分されたのみならず、一部の都議の不当な干渉に屈服し（０４年６月８日都議会）、「服務事故再発防止研修」制度を悪用し、教職員の「内心の自由」を侵害し、「反省」を強要する都教委の不当かつ不法な職権濫用行為に、ここで改めて強い抗議の意を表明するものです。
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